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1． 予算の確保

　都道府県の政策課題の一丁目一番地は健康福祉行政である。しかし、財政は経済の好況、不況に左右され続けている。(バブル崩壊、リーマンショック)

　愛知県の財政は、当初予算ベースで、歳入は平成20年度22,543億（内県税13,600億）から22年度22,499億（内県税8,666億）と法人二税の落ち込みが大きく、財源不足は、平成21年度4,900億、22年度2,200億、23年度2,000億と予想され、都道府県に対する安定的財源の配分への見直しが必要と考える。

2． 人の確保

(1) 組織体制：都道府県は、度重なる行政改革により、人員の削減と事業の見直しを進めてきた。愛知県の改革では、地域保健法施行前の平成8年度は、26保健所２支所１分室（職員数８８７人）から法施行後の９年度19保健所５支所（同８２６人）、20年度12保健所９分室（同５０３人）となり現在に至っている。一方、平成13年度から、保健所を原則二次医療圏に１箇所とするとともに、福祉圏と統合し、保健所を保健医療福祉の調整拠点へ。圏域内の健康水準の向上のための責任行政機関とした。
(2) 人材育成：愛知県は、技術職員として欠くことのできない各種研修機会を確保し県技術研究会を継続している。また、県による市町村保健師等への研修体系の立案と研修を実施し、公衆衛生人として適格性ある人材の確保と、多様な職場経験の機会を重視。
3． 関係機関との連携

　市町村、医師会、病院等保健医療関係団体との情報共有化と連携は益々重要に。
　国公立大学の独立行政法人化により、地域貢献を重視した大学との連携が拡大。
4． より特化した保健所へ

　平成９年度からの地域保健法の全面施行以後、基本的指針に基づいて都道府県保健所の機能の見直しが進められている。保健所は、従来の本来機能を継続しつつ、民間活力への移行に加え、時代の求めるニーズに迅速に対応することが求められている。
　今後、重視する必要があると考える取り組みとしては、
(1) 市町村支援：多職種連携による技術的助言、健康づくり・介護予防処方の提案、人材育成のための技術研修、精神・難病相談・予防接種への助言等、その他市町村の求める支援への対応
(2) 感染症対策：結核対策、地方衛生研究所との連携

(3) 保健・医療・介護・障害等に関する各種地域計画の策定と目標に向けた取り組み

(4) 大学・研究機関・関係団体・患者会・ＮＰＯ等との連携・調整

(5) 二次医療圏内の健康指標の改善に向けた取り組みを企画・立案・実践
(6) 健康危機管理
